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概要

　本稿は、途上国の開発問題を、ミクロ経済学理論に基づきつつミクロデータを用いて計
量経済学的に分析する一連の流れについて、最新の研究を中心に展望した。第一に、不確
実性下の世帯行動に関する分析の精緻化が進んでおり、動学的貧困の克服という政策課題
と直接結びつけた実証研究の流れが生れつつある。第二に、世帯内資源配分、とりわけジ
ェンダー間資源配分についての理論的・実証的研究が急増している。ただし、厳密な動学
的理論モデルに基づくものはまだ少ない。第三に、信用市場の不完全性をモデル化する理
論にはさらに新しいものが加えられつつあるが、実証作業には理論モデルとの関連が間接
的なものが多かった。この点で、構造的推定アプローチを応用する実証研究が現われ始め
ているのは重要な展開であろう。第四に、不完備市場の下での一般均衡成長モデルそのも
のを推定するというミクロ的基礎の強いマクロ経済分析が近年試みられている。これは開
発のミクロ経済学と伝統的な開発経済学あるいは内生経済成長理論とをつなぐものとして、
今後の展開が注目される新たな研究動向と考えられる。第五に、これらの諸研究に共通す
る傾向として、情報量が多く信頼性も高いという意味で高質のミクロデータをメインに用
いつつも、マクロ、セミマクロのデータを用いたカリブレーションや、変数の数が少ない
が標本数の多い大規模標本調査のミクロデータを補助的に用いることが増えている。

* 本稿は、財務省平成 13 年度開発経済学研究派遣（調査テーマ「経済発展のミクロ計量
経済学的分析に関する研究」）の成果の一部である。研究・生活両面でのサポートに対し、
カウンターパートの Christopher Udry 氏 (Economic Growth Center, Yale University)に、記し
て謝意を表したい。
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開発のミクロ計量経済学的分析：研究展望

１．はじめに

　経済発展のミクロ計量経済学的分析とは、途上国における企業や消費者・労働者・世帯

等、ミクロ経済主体の行動と、それが生み出す均衡・不均衡状態、そしてこれらと経済発

展との関わりについて、ミクロ経済学の理論モデルに基づきつつ、ミクロデータを用いて

定量分析するアプローチである。ミクロ理論としては、市場環境や技術条件が課す制約と、

その下で経済主体がどのようなインセンティブを持つかといった人々の選択に関わる条件

を詳細に特定することに特色がある。途上国において、利潤の上がる生産機会があるのに

なぜ一部の小生産者はそれに手を出さないのか、安い賃金でも働くという労働者がなぜ雇

用されないのか、マイクロクレジットにおける連帯責任によって資産を全くもたない貧困

層への融資がどうして可能になるのか、これらの状況が市場の発展によってどう変化する

のか----こういった問題を考える上で、インセンティブと不完全情報・不確実性の問題を

厳密にモデルに取り入れることが特に重要になる。定量分析の手法としては、オーソドッ

クスな計量経済学的分析に加えて、シミュレーションを用いた数値解析も重要な役割を果

たす。経済理論を活用することで、不完全なデータであっても定量的な分析がある程度可

能になる。

　このようなミクロ的アプローチには、当事者の反応について客観的に分析して、政策実

施の助けを提供するという実践上の利点もある。貧困をテーマにした世界銀行の 2000/2001

年度『世界開発報告』(World Bank, 2000)に端的に表われているように、近年の開発戦略に

おいては、マクロ経済の成長よりもミクロ的な側面や制度的関与が中心課題に移りつつあ

る。良かれと思ってなされる貧困削減政策、それも貧困層と認知された人々を個別にター

ゲットにした政策が予想された成果を生まないならば、その理由を経済学的に説明するこ

とが以前にも増して重要になるであろう。つまり、ミクロ計量経済学的分析を発展途上国

に応用することによって、ミクロ経済主体の行動原理を明らかにし、伝統的な価値観や制

度・組織がそこでどのような役割を果たしているのか、市場メカニズムに任せた場合に、

途上国経済の現場がどのように反応し、その反応の違いに初期条件がどう関係しているの

か、といった問題に対する解答を経済的に考え、定量的に分析することができるのである。
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　本稿の課題は、以上のような観点から、開発のミクロ計量経済学的分析に関する近年の

研究の紹介と展望を行うことである。このテーマに関する代表的教科書としては Bardhan

and Udry (1999)が挙げられる。黒崎 (2001)はトピックの網羅性には欠けるが、理論に基づ

いた実証研究を行う上での手法的詳細に詳しい。Bardhan and Udry (1999)よりも詳細な展

望としては、マクロ面を扱ったものも一部含まれるが、Chenery and Srinivasan (1988)及び

Behrman and Srinivasan (1993)が参考になる。Udry (1997)や Behrman (1999)、Schultz (1999)

も手際のいい展望論文である。本稿ではこれらで取り扱っていない新しい研究動向を中心

に展望する。以下、本稿の構成は黒崎 (2001)同様、プライス・テーカーとしての個々の

経済主体を取り上げたモデルから出発し（第２、３節）、経済主体間の相互関係が重要に

なる信用市場（第４節）、不完備市場の下での一般均衡的な関係（第５節）へと、分析の

視点を広げていく。データに関する補足（第６節）の後、最終節において本稿を要約する。

２．不確実性下の世帯行動と貧困の動学

　伝統的なミクロ経済学は通常、消費・労働供給・貯蓄行動の単位として《個人》、生産・

労働需要・投資行動の単位として《企業》を扱ってきた。しかし経済発展をミクロ計量経

済学的に分析する際の単位としては、これらに加えて《世帯》(household)を扱う必要が出

てくる。多くの途上国経済において、小農生産に依存する農業セクターや、各種零細自営

のいわゆる「インフォーマル・セクター」が重要な役割を果たしている。このような経済

を分析するには、生産と消費、労働需要と労働供給、貯蓄と投資の両方を担う「小宇宙」

ないし「一経済」として《世帯》を分析することが有用である。そのような分析から様々

な興味深い経済発展の特質を明らかにできるのである(黒崎, 2001; Kurosaki and Ueyama,

2001)。

　天候や病気・怪我などの不確実性が大きい途上国においては、利用可能な外部の保険メ

カニズムも不十分であることが多いから、世帯内部において様々な形でリスクに備えるこ

とが重要になる。つまり、経済発展の初期段階に対応した不完備市場の下では、リスクの

存在がリスク回避的な世帯の行動に重大な影響を与えると考えられる。この研究分野は、

村人の間の完全なリスクシェアリング(full risk-sharing)の理論モデルを提示してインドの

データに応用した Townsend (1994)、不確実性に応じて返済が調整されることを織り込ん

だ状態依存貸付(state-contingent loans)の理論モデルを提示してナイジェリア世帯データに
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応用した Udry (1994)という 2 つの画期的研究によって、著しい進展を見せた。現在もな

お、これら 2 つの研究と問題意識を共有し、厳密な理論モデルと緻密なミクロ計量分析を

試みる研究の潮流が続いている。

　これらの研究は、低所得経済の農村部におけるリスクシェアリングが十分に効率的なも

のではないことを一貫して示している。したがって、資産等を蓄積して自己保険すること

ができない貧困層においてはリスクの厚生コストが大きくなるため、期待利潤が大きい生

産や投資の機会が存在しても、リスクも大きければ、貧困層はその事業に乗り出せずに所

得向上の機会をみすみす見逃さざるを得なくなる(Kurosaki and Fafchamps, 2002)。

　このことは、貧困問題を考えるうえで動学的分析が不可欠なことを示している。途上国

の貧困層と一口に言っても、その中身が異質であることは従来からよく知られてきた。そ

の異質性は時系列的な変化を見た場合にいっそう明確になる。経済資源に対する一時的な

ショックを受けた場合に、厚生水準を著しく低下させてしまい、かつその低下が恒常的な

ものになってしまう階層、厚生水準が著しく低下するもののその低下が一時的なものにと

どまる階層、厚生水準がもともと低く、その水準が著しい変化を受けない階層等の違いは

重要である。貧困を動学的にとらえることによって、途上国における貧困削減政策をより

適切に設計することができると期待される。

　しかしながら途上国における貧困の動学的側面、とりわけ一時的貧困に関する定量的研

究はきわめて限られているのが現状である。一例として、黒崎 (2002)および Kurosaki

(2001b)を紹介しよう。これらの研究は、途上国の低所得世帯がリスクに対してどのよう

に脆弱であるのか、またどのような階層が特に脆弱であるのかに関する描写的な定量化作

業を、パキスタン北西辺境州の農村部で筆者が集めたミクロデータを用いて実施した。実

証分析は、1996 年と 99 年の 2 時点を対象とした世帯パネルデータに基づいている。

　表１は、貧困ラインを z とした時、t 年における各世帯の実質 1 人当たり消費総額(農家

の場合に自己生産消費食料の市価換算額を含む)yit が、2 時点でどのように変化したかを

カテゴリーごとに分けて示したものである。貧困ラインのあいまいさを考慮して、表では

2 時点とも 5 階層に分けて分類した。2 時点間で貧困状況に大きな変化がなかったことを

示す対角線上のセル 5 つには、106 の世帯が含まれる。それらの下側のセルに含まれる世

帯数が 98、上のセルに含まれる世帯数が 95 であるから、個別の世帯の流動性がかなり大

きいことが分かる。
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表 1: パキスタン北西辺境州における消費貧困の遷移行列

1999年の状態

1996年の状態 (1) (2) (3) (4) (5) 合計

世帯数

(1) yi < 0.5z 19 26 11 1 1 58
(2) 0.5z < yi < 0.75z 15 44 18 11 10 98
(3) 0.75z < yi < z 7 26 23 5 5 66
(4) z < yi < 1.25z 2 8 16 6 7 39
(5) 1.25z < yi 3 12 5 4 14 38
合計 46 116 73 27 37 299

遷移確率(％)

(1) yi < 0.5z 32.8 44.8 19 1.7 1.7 100
(2) 0.5z < yi < 0.75z 15.3 44.9 18.4 11.2 10.2 100
(3) 0.75z < yi < z 10.6 39.4 34.8 7.6 7.6 100
(4) z < yi < 1.25z 5.1 20.5 41 15.4 17.9 100
(5) 1.25z < yI 7.9 31.6 13.2 10.5 36.8 100
出所：黒崎 (2002), 表 3．推定に用いたデータは筆者らによる農村調査データベースより
作成(以下の表もすべて同じ)。
注：yi は世帯 i の 1 人当たり実質消費総額、z は貧困ラインを意味する。

　この表のセルから特徴のあるグループとして、「非貧困世帯」、「慢性的貧困世帯」、「貧

困化世帯」を特定し、それぞれに生じた消費・所得・資産・子女教育での変化を分析した

(黒崎, 2002)。その結果、第 1 に、調査地の世帯経済は大きな所得変動のリスクにさらさ

れているが、それがそのまま消費の変動につながらないようなリスク対処メカニズムがあ

る程度機能していること、第 2 に、「貧困化世帯」はこれらのメカニズム（特にインフォ

ーマル信用）を十分利用できずに所得の低下が消費の著しい低下に結びついてしまう世帯

であり、このグループにおいては子供の教育の切り捨てなど長期的にも厚生水準が著しく

低下するような対応がとられていることが判明した。教育の削減はとりわけ女子において

著しく、既存研究に見られないレベルのジェンダーバイアスが示された。これは基本的に

調査地の社会慣習と、それに密接に関連した女子教育の私的収益率の低さによって説明可

能である(Kurosaki, 2001a)。

　そこで一時的貧困が深刻な世帯の属性をさらに探るため、黒崎 (2002)では所得の変動

が消費の変動にどのように伝わるかの世帯ごとの違いに着目し、被説明変数として消費の

変化、説明変数として所得の変化と 96 年世帯属性とのクロス項を用いたモデルを推定し

た。所得変化がマイナスであった時にどのくらいそれがそのまま消費の変動に反映させて

しまうかが、リスクへの脆弱性を示す 1 つの指標と考えられるからである。推定結果から

は、動学的に脆弱な貧困層として、女性が世帯主の世帯、土地を持たず労働力が農業労働
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や日雇いなど不安定なものに限られている世帯、教育水準が低く、家族から出稼ぎ者も出

ていない世帯などが含まれることが判明した。Kurosaki (2001b)ではさらに分析を進め、

出稼者送金および信用市場・資産処分といった事後的なリスク対処がどの程度有効に機能

したかを Asdrubali et al (1996)が提示した要因分解を用いて検証した。その推定結果によ

ると、送金を受ける前、信用や資産処分を利用する前の所得の変動のうち、81％もが出稼

者送金によって事後的に補われていることが判明した。これに対し信用や資産処分の効果

は 5％程度の変動吸収であって、統計的に有意でなかった。事後的に吸収不可能な所得リ

スクは残りの 14％で、統計的にも有意であった。つまりパキスタンのこの事例では、2 時

点間の所得変動が主にマクロショックによるものであったので、ローカルな取引が主であ

る信用や資産処分では十分にリスクに対応できなかったと解釈できる。

　以上の分析には、リスクに対処するための労働供給反応の部分を無視していること、世

帯レベルの資産の変化をとらえる動学モデルを提示していないこと、などの限界がある。

Kochar (1999)や Rose (2001)が示しているように、様々なリスクに対応する上で、労働力

配分の多様化という事前的措置と、経済ショックに応じた事後的な労働供給調整の両者が、

潜在的に重要になる。また、Takasaki et al. (2001)がモデル化し、アマゾンの世帯データに

応用しているように、貧困世帯の動学的反応を分析する上で、共有資源と私有資源の利用

パターンの違いも調査地では重要であると考えられる。動学的貧困の変化を裏づける資産

変化について、黒崎 (2002)や Kurosaki (2001b)の分析はまだ描写的なものにとどまってい

る。最新の研究では、Jalan and Ravallion (2001a)が資産変化の動学と貧困についてリンク

させる分析枠組みを提示している。同じデータを用いた Jalan and Ravallion (2001b)は、こ

のような所得や消費の変動が、「貧困の罠」を生み出すだけの非線形(non-linearity)を伴っ

ているかを実証分析している。これらの側面に分析を拡張することは、今後の課題である。

　ただし、不確実性下の世帯厚生の諸問題を、動学的貧困の克服という政策課題直接結び

つけた実証研究は数少ない。その理由の 1 つは、動学的貧困に関する既存の定量指標が不

十分なことである (黒崎, 2002)。動学的貧困をカテゴリー分析することの難点は、貧困ラ

インを下回った中での一時的な消費や所得の変動が貧困者の厚生に与える苦痛を全く考慮

しないことである。貧困ラインを常に下回る者であっても、その所得ないし消費がその平

均の水準から乖離して変動すれば、その変動による厚生の損失を受けるであろう。この問

題を解決するスタンダードな手法を示したのが、Ravallion (1988)である。彼は、厚生指標

の期待値に対応した貧困指標の値を「慢性的貧困」(chronic poverty)、実際に観測される貧
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困指標の期待値を「全貧困」(total poverty)、そして全貧困から慢性的貧困の値を引いた残

差を「一時的貧困」(transient poverty)と定義した。この指標は期待効用理論とも密接に関

連しており、操作性も高い優れた指標であるが、実際の応用では途上国のデータからは支

持されない効用関数形態に対応した FGT 貧困指標が用いられることが多い。

　したがって、一時的貧困の適切な指標を探求し、それに対する政策の効果を明らかにす

ることが、今後の重要な研究課題となる。そのような試みは、貧困削減の政策課題に直接

的に貢献すると期待される。Ligon (2001)は、不確実性下の厚生分析に貧困ラインの概念

を導入している点で、興味深い試みであるが、操作性の高い指標の構築には至っていない。

また、Chaudhuri (2000)は、過去の状態としてではなく、将来、貧困ラインを下回る確率

がどれくらい高いかをもって、「脆弱性」(vulnerability)を定義し、所得ないし消費の過去

の実現値から恒常的ショックと一時的ショックとを計量的に識別する作業を通じて、この

「脆弱性」の強い世帯を識別する手法を提案している。現時点での状態として「脆弱性」

を定義すべきであると考える筆者の考えからすると不満足な点は残る手法であるが、今後

さらに検討する価値はあろう。Chaudhuri (2000)のアイデアをパキスタンのデータに応用

した研究に Mansuri and Healy (2001)、インドネシアの応用例に Chaudhuri et al. (2002)など

がある。

３．世帯内資源配分

　ハウスホールド・モデルに関連した近年進展が著しい研究分野が、世帯内資源配分

(intra-household resource allocation)のモデルである(Schultz, 1999)。とりわけジェンダー間や

世代間の配分が問題になる。世帯内の資源配分はこれまで、世帯があたかも一個人である

かのように意思決定するものとして分析されることが多かった。このモデルは"unitary

household models"と呼ばれる。これに対し、世帯を、利害関係が必ずしも一致しない複数

の個人が交渉して資源配分を決める場とみなすモデル("collective household models")が近年

多く提示されている。

　途上国を対象にした研究では Udry (1996)が最も重要である。彼は複数のメンバーから

なる世帯における協調と交渉のプロセスを明示的に取り入れ、"unitary household models"

よりも制約が弱く、"collective household models"の一部も含むようなモデルとして「世帯

内パレート最適な」ハウスホールド・モデルを提示した。ブルキナファソのミクロデータ
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からはこのモデルのインプリケーションすら統計的に棄却された。すなわち、世帯内ジェ

ンダー間のバーゲニング・パワーに労働配分が影響を与えるため、農業労働や農地が効率

的に配分されなくなって生産の非効率が生じることが示唆された。

　Udry (1996)の研究に刺激されて、数々の世帯内資源配分モデルが提示され、主にアフリ

カのミクロデータを用いた検定作業が続けられている。重要な研究としては、コートジボ

アールの世帯内消費配分がパレート非効率であることを示した Duflo and Udry (2001)、世

帯内で完全に所得がプールされないためにパレート効率な消費平準化が達成されないこと

をガーナの事例で示した Doss (forthcoming)などが挙げられる。どちらの研究も、ミクロ

データが示す世帯間の変動を理論モデルに対応させる上で、外生的識別要因を正確に取り

出すことや、パラメータ推定が持つ限界を考慮したノンパラメトリック手法などを併用す

るなど、データの情報を最大限活かしつつ正確さを保つために多大な努力をしていること

が特筆される。一方、Kurosaki and Ueyama (2001)は、世帯内のジェンダー役割分担におけ

るサブサハラアフリカと南アジアの相違が、子供の健康のジェンダー差における両地域の

コントラストと整合的であることを示している点で、世帯内資源配分モデルのインプリケ

ーションを支持している。ただし彼らの仮説のもとになっているサブサハラアフリカ農業

におけるジェンダー分業については、地域差・時代差・個人差が大きく、安易な一般化は

できない。ガーナの事例で各作物がどれほど性別分業に関連付けられるかを詳細に検討し

た Doss (2001)の作業は、まさにこのことを如実に示している。

　一方、世帯内配分が問題になる資源として、教育への関心が高まっている。この背景に

は、ミクロ計量経済学の発展を支えてきたのが労働経済学であり、開発経済学に応用する

際にも労働経済学の観点が活かせるというツール上の理由と、児童労働と就学とのトレー

ドオフを明らかにすることが開発政策実施のうえで焦眉の課題となっているという政策上

の要請とがある。Boozer and Suri (2001)は、ガーナのミクロデータを用いて世帯がどのよ

うに子供の就学を決定しており、それと児童労働とがどのように関連しているかを分析し

ている。この研究の特徴は、ミクロデータに含まれる変数の変動のうち真のシグナルを計

測誤差から分離させるために最新の計量経済学の手法を駆使している点にある。また、バ

ングラデシュの事例で同様の実証作業を行った Ridao-Cano (2001)の場合、初等教育普及政

策の効果を、すべての世帯にランダムに実施された場合の平均的効果、政策によって新た

に就学し始めると期待される世帯への効果、既に就学させている世帯への効果などに分解

している点が特筆される。これは、世帯行動に関するミクロ経済学の理論と、サンプル・
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セレクションに関するミクロ計量経済学のノウハウとを開発政策の現場で融合させる例と

して興味深い。バングラデシュ以上に初等教育の遅れが問題となっているパキスタンの事

例で、世帯の子女教育行動を扱った動学モデルとして、Sawada and Lokshin (2001)も注目

される。この研究では、リスクの存在ゆえに世帯が子供の教育を犠牲にする可能性が、理

論モデルに厳密に入れて分析されている。反面、彼らの用いたデータに児童労働関連の変

数が少ないことから、児童労働と就学のトレードオフについては議論されていない。

　世帯内資源配分と教育という点では、将来に向けた投資としての子供の教育だけでなく、

所与の教育水準の下で各成人労働力がどのように配分されるかという問題も興味深い。途

上国の場合、自営農業や非農業の自営ビジネスでの家族労働が重要であるから、成人労働

力の労働供給は、個人レベルでなく、世帯の中で決定される側面が強いことが特に重要で

ある。そこで農業自営、農業賃労働、非農業自営、非農業賃労働の 4 つの部門における教

育の収益率と労働配分の問題を、前節で紹介したパキスタン北西辺境州のミクロデータを

用いて分析したのが Kurosaki (2001a)と Kurosaki (2001c)である。

　Kurosaki (2001a)では 1996 年調査のデータのみを用い、賃労働に関しては女性と男性両

方を対象に、教育が上記 4 部門の生産性に与える影響を分析した。その推定結果からは、

非農業賃金においては女性の場合に教育の収益率が有意でないのに対して男性では有意に

プラスであり、かつ教育水準が上がるにつれて収益率が上昇すること、収益率に関する収

穫逓増が非農業自営業の生産性でも同様に観察されること、農業賃金では教育の収益性が

有意でないのに対して、農業自営業の生産性では初等教育のみ有意にプラスの収益性を示

すこと（教育収益率の収穫逓減）が判明した。ただしこの推定結果には、データにおいて

女性の賃金労働者が著しく少ないために女性の収益率推定の信頼性が著しく低いこと、賃

金労働者になるか否かのサンプル・セレクションの修正が理論モデルと整合的でないこと、

自営業については、生産要素データの計測誤差や観察不能な変数（世帯主の能力、農場の

土地の質など）がモデルに含まれないことに由来するバイアス(Schultz, 1999)などのため

に信頼度が落ちること、といった問題点がある。とりわけ、観察不能な変数がモデルから

落ちることのバイアスを最小化することは、途上国における労働者と企業の生産性を計量

経済学的に推定する場合でも不可欠な作業であり、ガーナの労働者の生産性を分析した

Frazer (2001)、コロンビアの製造業企業の生産性を分析した Fernandes (2001)等、近年の研

究はこのことに多大な配慮を払っている。

　そこでこれらの計量経済学的問題を修正して再推定した上で、推定結果をもとに世帯内
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労働力配分のシミュレーションを行って実際の労働力配分と比較したのが Kurosaki

(2001c)である。まず、女性賃金労働者の標本数が少ないという現実を考慮して、賃労働

における教育の収益率推定は男性のみに限り、観察されない変数によるバイアスを最小化

するために 2 時点（1996 年、1999 年）パネルデータに使用データを拡張して世帯ランダ

ム効果をモデルに取り入れた。賃金労働者になるか否かのサンプル・セレクションに関し

ては、単純なプロビットモデルではなく農業賃労働者と非農業賃労働者とを区別した

multinomial logit モデルを用いた。自営業における生産要素データ等、計測誤差および内

生性が問題になる諸変数については、観測された変数そのものではなく、操作変数を用い

た予測値で代替した。その推定結果を、教育の収益率に絞って整理して示したのが表 2 で

ある。表には、教育の効果が非線形である可能性を考慮し、達成段階別に 4 つに分けた場

合のパラメータ推定量と、それを標準就学年数をもとに年率の収益率（いわゆるミンサー

収益率[Mincerian rate of returns to education]）に変換した値を示す。非識字者がレファレン

ス・グループ、それ以上の教育を初等教育(primary school)、中等教育前期(middle school)、

中等教育後期以降に分け、個人レベルの賃金推定式の場合にはダミー変数、世帯レベルの

自営業生産性推定式の場合には自営業従事者それぞれの教育水準をダミー変数で表わして

世帯で集計したもの（すなわちそれぞれの教育水準の自営業従事者比率）を推定で用いた。

表 2: パキスタン北西辺境州における教育の私的収益率

農業自営業の生産性非農業賃労

働

農業賃労働 非農業自営

業 小麦 全作物

個人が賃労働に従事する確率への効果(multinomial logit modelによる推定値）

初等教育まで 0.010 -0.012

中等教育前期まで 0.057 -0.023

中等教育後期以降 0.291 *** -0.064

個人の賃金関数への教育ダミーの係数/世帯の自営業生産関数への各教育比率の係数

初等教育まで 0.154 *** 0.191 *** 0.099 0.114 0.213 *

中等教育前期まで 0.246 *** 0.031 0.330 ** 0.082 0.308 *

中等教育後期以降 0.430 *** 0.182 0.560 *** 0.134 0.292 **

標準就学年数に基づいたミンサー収益率(%)

初等教育まで 3.1 3.8 (2.0) (2.3) 4.3

中等教育前期まで 3.1 (0.4) 4.1 (1.0) 3.8

中等教育後期以降 3.7 (1.6) 4.9 (1.2) 2.5
出所：Kurosaki (2001c), Tables 4-9 の Model A の推定量を元に作成.
注：(1)標準就学年数に基づいたミンサー収益率のうち、かっこでくくった値は元のパラ
メータ推定値が統計的に有意でないもの。
(2) 元のパラメータ推定値は、***が 1％有意、**が 5％有意、*が 10％有意(両側 t 検定)。
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　推定結果から示されるのは、第 1 に、男性の非農業賃金は教育水準に有意にプラスに反

応し、教育水準が高いほどややこの収益率も上がる傾向があることである。実質収益率は

年率 3％程度と推定された。第 2 に、これに対して農業賃金は初等教育のみにプラスに反

応するが、それ以上の教育は賃金に全く反映されない。このためサンプル・セレクション

のモデル推定結果は、個々の労働者が非農業賃労働に従事する確率が、中等教育以上の修

了者の場合に統計的に有意に高くなることを示している。第 3 に、非農業自営業では教育

水準への生産性の反応がより顕著になり、かつ、教育水準に対する収穫逓増も明確に現わ

れる。第 4 に、農業自営業では小麦という個別の作物の生産性で見た場合に教育の効果が

有意でないのに対し、農場レベルの生産性では初等教育の効果が有意にプラスに現われる。

このことは、農業経営における教育の効果が主に配分効率性の向上というかたちで実現す

ることを示唆している。その半面、初等教育以上の教育がもたらす付加的な収益は小さい。

　これらの推定結果からは、世帯内の男性労働力の配分において、教育水準が高いほど、

非農業部門に従事したほうが世帯所得を上げることができることを示している。そこで

Kurosaki (2001c)では、個々の男性労働力全員に関して、非農業賃労働、農業賃労働、非

農業自営、農業自営の 4 部門におけるシャドー賃金を計算し、その一番高い部門に個人を

割り振るというシミュレーションを行った。その結果、観測された労働力配分とシミュレ

ーションの予測値が一致する対角線上のセルに、全 1,608 名の労働力のうち 956 名、59.5％

が含まれた。不確実性が無視されているなどモデルが非常に単純なものであることを考慮

すると、それなりの説明力と言えよう。ただし、農業賃労働に関する予測は精度が著しく

低かった。これは、農業賃労働を「主たる職業」とすることが社会的にかなり低い地位と

みなされるという調査地の文化的特徴を反映していると思われる。モデルの説明力を上げ

るには、このような文化的背景、世帯構成の与える影響、前節で議論したようなリスク回

避、そして本節で議論したようなパレート非効率の可能性も含んだ世帯内バーゲニング等

を、モデルに明示的に取り入れる必要があろう。また、Basu et al. (2001)は世帯内部での

教育の外部効果、すなわち同じく教育を受けていない労働力であっても、世帯内に教育を

受けた家族がいる者とそうでない者とでは生産性が異なり得ることをモデル化し、バング

ラデシュの事例でこの外部性効果が女性で顕著なことを明らかにした。また、Kurosaki

(2001c)の実証モデルは、ある世帯が自営業を営んでいるか否かは、労働力配分決定に対

しては外生的であるとの想定の下に構築されているが、これは厳密には正確でない。

Mesnard and Ravallion (2001)が分析しているように、非農業自営業は世帯間の資産配分と
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内生的に関連して分布しているのであり、これらの要素を取り入れた拡張が不可欠である。

４．不完備信用市場の実証研究

　途上国において不確実性下の世帯行動がリスクの影響を受ける 1 つの理由は、信用市場

の不完全性である。貸し借りの利子率の差がなく、必要な額すべて借りられるような完全

な信用市場が存在すれば、異時点間の資源移動を通じて、世帯に生じた予期せぬショック

のほとんどが吸収されるため、リスクの存在は世帯の生産や投資行動にほとんど影響を与

えない。また、世帯内資源配分を考える上でも、その世帯全体の信用へのアクセスや、各

世帯員のアクセスが重要なパラメータとなる。さらには、担保を持たない貧困層への貧困

削減政策として、連帯保証の下に自営業のための資金を供与する「マイクロクレジット」

が近年、脚光を浴びている(黒崎・山形, 2001)。

　これらの理由から、信用市場の不完全性に関する厳密な理論モデルとそれに基づく実証

研究の需要はますます高まっている。理論モデルでの興味深い最新の試みとしては Mansuri

(2000)、Rai and Sjostrom (2001)などが挙げられる。前者は、インフォーマル信用市場にお

ける複層化(layering)をゲーム理論で説明している。Rai and Sjostrom (2001)は、マイクロク

レジットにおける利子率補助が貧困削減政策としては資源配分上非効率なのではないかと

いう新古典派的直感を否定し、利子率補助と貧困者へのグラントとを組み合わせることに

よって、非対称情報の下では企業化能力の高い世帯のみが補助金を受けるというセレクシ

ョン・メカニズムを機能させることができることを証明している。いまやマイクロクレジ

ットのセレクション、モニタリング、履行強制それぞれのメカニズムについて、理論モデ

ルの百花総覧ともいうべき状態となっている。

　これに対し、これらのメカニズムを直接的に検証する実証研究の数は多くない。その理

由は、借手と貸手の間で成立する契約に関するパラメータの多くが内生変数となってしま

うことにある。この困難を克服する実証手法がいくつか提示されている。

　まず、もっとも総括的な実証枠組みを示しているのが Ahlin and Townsend (2001)である。

彼らは、タイの詳細な世帯データと金融利用情報データにその実証枠組みを応用している。

途上国農村の信用市場を実証分析する場合にデータの面で通常問題になるのは、信用市場

やマイクロクレジットについて詳細な情報を得ようとすれば、地域や金融機関という点で

限られた標本調査に基づかざるを得ず、その結果、計量分析において各理論モデルを識別
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するためのデータの変動(variation)が不足がちになることである。グラミン銀行のデータ

を用いるかぎり、定義上、グラミン銀行の貸付制度が全標本に適用されてしまうから、貸

付制度の違いの効果がデータから識別できない。タウンゼントのタイのデータベースは、

この点ユニークである。複数のマイクロクレジットやインフォーマル信用の情報を含み、

現場でしばしばなされる貸付条件の微調整についても詳しい内訳を含むことにより、理論

モデルが焦点を当てる変数である貸付制度の違いと返済パターンそのものを、ミクロデー

タとして分析できるためである。Ahlin and Townsend (2001)の第 2 の特徴は、マイクロク

レジットのセレクション、モニタリング、履行強制それぞれのメカニズムを扱った主要理

論モデル 4 つを同じ土俵で競わせるべく、変数の空間を拡張して理論モデルそれぞれを再

構成し、貸付制度と返済パターンやグループ構成に関する相互に比較可能な実証含意を厳

密に導出していることである。これによって、複数の理論モデルのどれが実証的にもっと

もよくデータを説明するのかを検定することが可能になる。そして第 3 の特徴は、パラメ

トリックな誘導型モデルを推定して exclusion restriction を検定するという通常行われる方

法だけではなく、部分的に構造推定を取り入れたり、ノンパラメトリック推定を多用する

ことによって、実証結果の頑健性を多面的に検討していることである。このように総括的

な実証枠組みに基づいたタイの実証分析結果は、履行強制のモデルの説明力がやや高いが、

地域的あるいは世帯階層別の違いも大きく、それぞれでもっともよく説明できる理論モデ

ルは異なっている可能性があるという、非常に興味深いものである。

　関連研究として、Kaboski and Townsend (2001)は、同じデータを用いてマイクロクレジ

ットの世帯厚生へのインパクトを実証分析している。よく知られているように、クロスセ

クションでマイクロクレジット受給世帯と非受給世帯の厚生レベル(例えば 1 人当たり所

得)を比較するというナイーブなアプローチは、マイクロクレジットの受給が内生的に決

定されていることによるバイアスを受けるため、政策の効果を正確に示すことにはならな

い。Kaboski and Townsend (2001)の特徴は、信用市場利用と各世帯の属性、およびマイク

ロクレジット利用以前の世帯属性といった詳細な世帯情報を活用して、このバイアスを多

面的にコントロールしていることである。

　以上の 2 研究が信用市場のメカニズムに関する実証分析という点では、誘導型モデルの

推定が中心であるのに対し、信用市場不完全性のミクロ理論モデルの構造をそのままデー

タに当てはめて、理論モデルの構造パラメータを推定しようという構造推定アプローチの

試みも増えつつある。黒崎 (2001)がハウスホールド・モデルの推定を題材に、構造推定
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アプローチについて紹介しているので、かいつまんで説明しよう。理論モデルにおける生

産技術や世帯嗜好を表わす関数のパラメータに何らかの値を与えれば、最適な内生変数に

ついて数理計画法を用いて解くことができる。もちろんこの内生変数の値は現実に観察さ

れる内生変数のデータの値とは異なっている。そこで、パラメータの値を少しずつ変えて

いって、観察データに最も近い内生変数を生み出すようなパラメータのセットを探すこと

が構造モデルの計量経済学的推定となる。通常は最尤法(maximum likelihood estimation)を

用いて観察データを最もよく説明するパラメータのセットを選択する。この方法の利点は

構造パラメータがそのまま推定されることであるが、欠点はごく単純なモデルを除いてシ

ミュレーションを用いて推定せざるを得ないことである。つまり、推定すべき式が明示的

には存在せず、数理計画法のモデル全体が推定すべきモデルであるから既存の計量ソフト

が使えない。

　この困難は部分均衡モデルであるハウスホールド・モデルですら大きいから、一般均衡

の要素がより強い信用市場不完全性のモデルへの応用はさらに難しい。その中で注目され

るのが、Gine (2001)と Klonner (2001)の 2 つの研究である。

　Gine (2001)は、信用市場における固定的取引費用に注目し、固定費用が大きいが安い利

子率で借りられる銀行部門と、固定費用が小さいが利子率が高い民間金貸し部門からなる

信用市場と、小規模自営業を経営するための自己資金制約と経営能力において異質な（潜

在的）借り手からなる構造モデルを推定した。使用データはタウンゼントのタイ世帯デー

タベースで、観察される世帯の状態（自営業に就いているか否か、その資金をどう得てい

るか、人的資本、資産状態など）をもとに、現実的なパラメータの推定値を得ることに成

功している。この構造推定アルゴリズムは、Gine and Townsend (2001)他、次節で取り上げ

るマクロ経済分析の基礎を提供している点でも注目される。

　より複雑な理論モデルが必要になる「講」(ROSCAs)のモデルを構造的に推定したのが

Klonner (2001)である。彼は消費平準化、固定費用の大きな投資資金調達等、ROSCAs の

様々な機能それぞれの理論モデルを構築した上で、南インド・タミルナードゥ州で自ら詳

細なフィールド調査を行って集めたデータを用いて、理論モデルの構造推定を試みた。彼

の調査地で支配的な競売型投資資金調達 ROSCAs のモデルを推定した結果、競売での過

剰競争の度合いが私的情報（農地の購入など）の場合よりも公的情報（娘の結婚資金など）

の場合に下がるという、興味深い事実が判明した。他に構造的な推定を行っている最近の

研究としては、Takasaki et al. (2001)が挙げられる。
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５．ミクロ的基礎に基づいた途上国のマクロ経済分析

　開発のミクロ計量経済学において比較的研究の蓄積が遅れているのが、不完全情報・不

完備市場のミクロ的基礎に厳密に基づいた途上国の成長モデルの実証分析である。このた

め、伝統的な開発経済学が焦点を当ててきた成長論や不平等・貧困論と、開発のミクロ計

量経済学との乖離が大きくなっていた。

　開発経済学における成長や不平等・貧困の理論分析は、1980 年代半ばから次々に発表

された内生経済成長理論(endogenous growth theory)と呼ばれる新しい経済成長モデルによ

り、ミクロ的基礎を強めた。技術革新、技術移転、人的資本蓄積、信用市場の不完全性等

のミクロ的メカニズムを厳密にモデルに取り入れることによって、不平等の存在が経済成

長の効率性を阻害する可能性があること、経済政策が長期の 1 人当たり経済成長率の決定

要因となることがあり得ることなど、開発戦略上、重要な帰結がいくつも示されている。

内生経済成長理論は、経済成長を被説明変数、初期条件や経済政策、人的資本・不平等・

信用市場の不完全性の度合いなどを説明変数とするクロスカントリーのマクロ実証分析の

蓄積とともに発展してきた。ただし、これらの実証分析はすべて完全に誘導型の推定式に

基づいているため、理論モデルが問題としたミクロの構造そのものを検証することに直結

しないという難点が共通している。例えば、不平等指数が成長率に統計的に有意にマイナ

スの影響を与えるという推定結果が出たとしても、それが信用市場の不完全性ゆえに生じ

ているのか、政治経済学的なプロセスを通じて生じているのか、直接的に判断することは

難しい。

　そこで誘導型の推定式に基づくマクロ実証分析とは全く異なる枠組みで、ミクロ的基礎

に基づいた途上国のマクロ経済分析を近年精力的に進めているのが、シカゴ大学タウンゼ

ントのグループである。基本的な実証作業の進め方を説明する。第 1 にまず、不完全情報・

不完備市場の想定下で途上国の成長経路について興味深い含意を示している一般均衡成長

モデルを選択する。次に、この成長モデルのミクロ的基礎（生産技術、消費者の嗜好、賦

存条件など）に関する構造パラメータを、理論モデルにできるだけ忠実に構造推定する。

使用するデータは詳細な世帯データで、前節で議論したような最尤法のアルゴリズムが通

常用いられる。ただしミクロデータに含まれる変数、ミクロデータの期間の長さ、理論モ

デルの特徴などによっては、すべての構造パラメータが計量的に推定できるとは限らない。
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むしろ複数の構造パラメータが識別できないことの方が普通で、その場合には推定ではな

く、理論や経済的常識に基づいてそれらのパラメータに適当な値を与えるというカリブレ

ーション(calibration)が補助的に使われる。つまり、構造推定とカリブレーションとを併用

して、ミクロ構造パラメータをすべて同定するのが第 2 のプロセスということになる。第

3 に、こうして同定された構造パラメータを一般均衡成長モデルにはめ込み、マクロ変数

（1 人当たり GDP、インフレ率、利子率、不平等指数、セクター構成比など）を数 10 年

間にわたってシミュレーションする。一般均衡成長モデルが不確実性を取り入れた確率的

なモデルの場合には、数 10 年間のシミュレーションを通常は 50 回から数百回分のランダ

ム過程の下で行って、その平均ないしは中間値の経路を持ってマクロ予測とみなす。

　こうして得られたモデルの予測値と、その経済の実際のマクロ統計とを比較するのが第

4 のプロセスである。単一の理論モデルに基づく場合には、マクロのセクター分け、地域

分けをどのくらい細かくするか、構造パラメータの異質性をどのように想定するか、など

のバリエーションが考えられる。また、理論モデルにはしばしば鍵となるパラメータが存

在し、その値が一定値を上回るか下回るかに応じて定性的に異なった成長経路が導かれる。

そこで、これらのバリエーションごとにどのバージョンがもっとも現実のマクロ統計に近

いシミュレーション結果を示すかを吟味する。プロセスの第 1 において異なった理論モデ

ルを複数選択した場合には、どの理論モデルが最もよくマクロ経済を説明するかを検定す

る作業が重要になる。理論モデルが異なっていれば、通常の入れ子型(nested)パラメータ

検定は使えない。焦点となる内生変数が同じであれば、Vuong (1989)による非入れ子型

(non-nested)尤度比検定が使える場合もある。ただし、ある途上国の全期間、全域につい

て単一の理論モデルを当てはめる必要はない。むしろ、地域ごと、時期ごと、階層ごとに、

どのようなミクロメカニズムが機能しているかを細かく検討することに、このアプローチ

の強みがあると考えられる。

　この後のプロセスは、研究の目的により変わる。外生的な政策パラメータを変えてシミ

ュレーションすることにより、ルーカス批判を乗り越えて頑健な政策分析を提供すること

ができる。ある国のマクロ経済パフォーマンスをミクロ構造的に説明する能力を高めたい

ということであれば、理論モデルを拡張し、より柔軟な生産技術や嗜好の関数型を用いた

り、複数の理論モデルを組み合わせてその国にもっとも適した一般均衡成長モデルを探求

することが有益であろう。ただし、この種の研究に用いられる一般均衡成長モデルは高度

に非線形であるから、例えばある国の地域 A ではモデル 1 の説明力が高く、地域 B では
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モデル 2 の説明力が高い場合に、地域 A においてモデル 1 のメカニズムが機能し、地域

B でモデル 2 のメカニズムが機能する融合モデルを、経済全体の一般均衡成長モデルとし

て構築し、そのモデルを同様にミクロ構造推定してマクロのシミュレーションに用いた場

合に、必ずしも説明力が高まるとは限らない。このため、以下に紹介するシカゴ大学タウ

ンゼント・グループによるタイ経済の研究では、既存の理論モデルにそった実証にあくま

で依拠した上で、それらがどのようにマクロデータを説明するかを比較するというアプロ

ーチがとられている。

　最初に紹介するのは Gine and Townsend (2001)で、信用市場が不完全な場合に自営業を

始めるための設立費用の多くを自己資金で補わなければいけないゆえに、職業選択と資産

水準が相関した成長過程をマクロ経済がたどることを、タイの事例で実証分析している。

職業選択に関連したマクロ経済の不平等の長期的経路を、信用市場の不完全性とリンクさ

せて議論する理論モデルには、Banerjee and Newman (1993)、Lloyd-Ellis and Bernhardt (2000)

などがある。Gine and Townsend (2001)ではこれらのうち後者の理論モデルを採択して、生

産関数のパラメータ、および個人の自営業能力の多様性を特徴づける設立費用の分布パラ

メータを構造的に推定した。その結果、Lloyd-Ellis and Bernhardt (2000)の理論モデルその

ままのシミュレーションが現実のタイのマクロ経済変数の経路と大きな乖離を示すのに対

し、金融自由化に伴う金融深化(financial deepening)の進展を外生的な市場環境の変化とし

て取り入れると、かなり両者が一致することが示された。つまり、金融深化がマクロ経済

に与えた影響が、ミクロ的構造のもとに実証されたことになる。

　異なる理論モデル間の比較という点で参考になるのが、Paulson and Townsend (2001)で

ある。この研究では急激な経済成長が不平等度の上昇を伴っていたというタイの 1990 年

代半ばまでの経験を説明し得る理論モデルとして、Lloyd-Ellis and Bernhardt (2000)の他に、

Evans and Jovanovic (1989)と Aghion and Bolton (1996)を取り上げて、3 モデルのタイ経済を

説明する能力を比較している。Evans and Jovanovic (1989)のモデルは、Lloyd-Ellis and

Bernhardt (2000)同様、信用市場が不完全なため自営業を始めるには自己資金が必要である

ことに立脚しているが、個人の自営業能力が高いほど大きなビジネスに優位を持つために

よりたくさん借金する必要がある点で、個人の自営業能力が高いほど設立費用が低くてよ

いので少ない額の借金で済むという Lloyd-Ellis and Bernhardt (2000)モデルの想定とは対照

的である。Aghion and Bolton (1996)のモデルはこれらとは異なり、モラルハザードの存在

ゆえに資産の一部をコミットしないかぎり銀行が自営業に信用を与えないという理論モデ
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ルである。3 つのモデルそれぞれの構造パラメータをミクロデータから最尤法で推定し、

Vuong 統計量により 3 者を比較した結果によると、全標本を用いた場合には Aghion and

Bolton (1996)のモラルハザード・モデルの説明能力が最も高いが、経済発展の遅れた東北

タイや、資産水準の低い階層だけに標本を限った場合には、Evans and Jovanovic (1989)の

限界責任モデルもかなり高い説明能力をもつことが判明した。

　Paulson and Townsend (2001)の手法で興味深いのは、この構造的な検定に加えて、パラ

メトリックな誘導型モデルを推定しての exclusion restriction 検定や、ノンパラメトリック

推定に基づく 2 変数間の関係の検定も行って、多面的にモデルの比較をしている点である。

3 つの検定方法は、利用する変数(data variation)、統計的検定を可能にする要素(identifying

assumption)の 2 面で対照的である。オーソドックスな誘導型検定は、利用可能な変数のほ

とんどすべてを用いて他の要因をコントロールした上で、特定の変数間の関係を明らかに

できる点で優れているし、構造推定に基づく検定ほどには関数型の特定に依存しない。こ

れに対し構造推定に基づく検定は非線形の関数型の特定そのものに、識別の多くを依存し

ている点で硬直的だが、単純な変数間の関係では捉えにくい複雑なミクロ経済メカニズム

についても検定できる。関数型などを全く特定しない点で、ノンパラメトリック推定に基

づく検定は識別のための条件が最も緩やかな点で優れているが、基本的に 2 変数間の関係

しか見ることができない。つまりこれらの立脚する想定は全く異なっているため、特定の

データを用いて何らかの仮説を検討する上での頑健性という意味で、3 つのアプローチす

べてを採択する彼らの手法には強い説得力がある。

　以上の 2 つの研究は信用制約の下での職業選択（自営業起業）を題材に、経済成長と不

平等のマクロ経路を実証的に検討したわけであるが、Gine and Townsend (2001)が明らかに

したように、金融深化はタイのマクロ経済を考えるうえで非常に重要であり、これを内生

化した一般均衡成長モデルが望ましい。そこで Townsend and Ueda (2001)は、これを代表

する理論モデルとして Greenwood and Jovanovic (1990)を選択し、構造パラメータの推定と

マクロ・シミュレーションを行った。この研究は、理論モデルでは分析的な吟味が難しい

長期均衡への移行過程の成長(transitional growth)を分析する手法としても興味深い。分析

的な解を持たない Greenwood and Jovanovic (1990)のような成長モデルの移行過程は、通常、

完全にカリブレーションされた人工的な数値解析によってシミュレーション分析される。

Townsend and Ueda (2001)の研究は、これを現実の経済に当てはめて数値解析するための

枠組みを提示しているのである。関連した研究として、Jeong and Townsend (2001)は、
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Greenwood and Jovanovic (1990)の金融深化に基づく成長経路と、Lloyd-Ellis and Bernhardt

(2000)の職業選択に基づく成長経路のどちらがより適切にタイのマクロ経済を説明するか

を分析している。経済全体の成長と不平等の動学についてはどちらのモデルのフィットも

よいが、階層内の不平等に関してはどちらも過小な予測値を示すすことが明らかになった。

　タウンゼントのグループによる諸研究は、途上国における制度や不完全市場のミクロ的

メカニズムが、経済発展というマクロの現象とどのように関わっているかを、現実のデー

タを用いて検証するための斬新な枠組みを提示している。1 つ注意する必要があるのは、

このような方法で現実のマクロ経済をシミュレーションした結果を、完全に誘導型的なア

プローチ、例えば通常のマクロ計量モデルや、時系列モデルから得られる予測値と比較し

た場合、現実のデータへの当てはまりという面でのパフォーマンスが問題にならないくら

い悪いことである。これは、非常に限られた変数のみを用いて途上国経済の一側面を鋭く

抉り出すという理論モデルの持ち味をそのまま、現実の経済のミクロ構造に当てはめるの

であるから、ある意味、し方のないことである。通常のマクロモデルや時系列モデルのパ

ラメータは、ミクロ構造的理解を抜きに現実のデータへのフィットを最大化するための変

数選択とアルゴリズムによって得られていることに留意されたい。Paulson and Townsend

(2001)や Jeong and Townsend (2001)に示されているように、ミクロメカニズムを構造的に

推定したマクロ成長モデルの強みは、理論モデル間の比較可能性に存在するのであって、

現実のデータに基づく正確な予測ではないのである。

６．経済発展のミクロ計量経済学的分析のデータ的基礎

　前節で議論したようなミクロ的基礎に基づいた途上国のマクロ経済分析を行うためには、

非常に詳細なミクロデータと、地域別のセミマクロデータ、そして一国経済に対応したマ

クロデータが必要になる。詳細なミクロデータは通常、限られた地域で行われた標本調査

しか手に入らない。したがって、ミクロデータも詳細な標本調査データと、全国をカバー

した国勢調査や家計標本調査の個票のようなミクロデータの両方を用いることが必要にな

る。タウンゼントのプロジェクトでは、前者が東北タイと中央部タイの約 3000 世帯弱を

対象に行ったいわゆるタウンゼント・データ、後者としては国家統計局が行う社会経済調

査(Socio-Economic Survey)の個票が用いられている。マクロ、セミマクロデータはタウン

ゼントの指導のもとに統計局がまとめたものを使っている。
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　データの絶対的賦存量が限られた途上国における経済発展を、ミクロ計量経済学的に分

析するには、さまざまな意味で性格の異なったデータを組み合わせる必要が出てくる。例

えば、詳細な標本調査が全国規模で得られることは希であるから、詳細な標本調査と全国

規模のミクロデータの両方に含まれる変数を利用して、後者に含まれない情報を推定する

方法が各種提案されている。世銀の「貧困地域アプローチ」がその代表例である。村レベ

ルの貧困を、例えば国勢調査に含まれる変数だけで推定できれば、貧困削減政策のターゲ

ティングの効率は大幅に改善する。世銀の LSMS(Grosh and Glewwe, 2000)のような詳細な

世帯調査は、一般にある国の全村をカバーするものではないが、この標本調査のデータを

用いて、国勢調査に含まれる変数に基づく予測値を全村に対して推定することが可能にな

る。この計量的手法のエッセンスは、Hentschel et al. (2000)に公刊されているが、その後

の研究により、村の属性とその空間的相関を厳密に入れた分析に拡張しないと、精度がか

なり落ちてしまうことが判明した(Elbers et al., 2001)。

　異なった性格のデータの組み合わせという点では、ミクロパネルデータが得られないと

きに、複数のクロスセクションミクロデータを擬似パネルとして分析する手法が提案され

ており、今後、途上国における経済発展の動学的側面を分析する上で、活用が期待される。

スタンダードな方法は、Deaton (1997)が手際よくまとめている。Mansuri and Healy (2001)

の研究でも、彼らが提示した「脆弱性」指標の推定モデルを擬似パネルに応用する場合の

調整について、詳しく議論されている。また、貧困削減政策のターゲットが慢性的貧困者

である場合に、実際のデータに基づいて介入を決定したならば一時的貧困の存在ゆえにノ

イズが大きくなってしまう。完全なミクロパネルデータが得られないときに、慢性的貧困

を正しく把握するための 1 つの手法が、Gibson (2001)によって提示されている。

　このように、ミクロ計量経済学的分析を行うためのデータ的基礎は、日進月歩で拡張し

つつある。タウンゼントのグループが行っているような実証研究をタイ以外の地域を対象

に行うことも十分可能であると考えられる。

７．結び

　本稿は、途上国の開発問題を、ミクロ経済学理論に基づきつつミクロデータを用いて計

量経済学的に分析する一連の流れについて、最新の研究を中心に展望した。第一に、不確

実性下の世帯行動に関する分析の精緻化が進んでおり、動学的貧困の克服という政策課題
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と直接結びつけた実証研究の流れが生れつつある。第二に、世帯内資源配分、とりわけジ

ェンダー間資源配分についての理論的・実証的研究が急増している。ただし、厳密な動学

的理論モデルに基づくものはまだ少ない。第三に、信用市場の不完全性をモデル化する理

論にはさらに新しいものが加えられつつあるが、実証作業には理論モデルとの関連が間接

的なものが多かった。この点で、構造的推定アプローチを応用する実証研究が現われ始め

ているのは重要な展開であろう。第四に、不完備市場の下での一般均衡成長モデルそのも

のを推定するというミクロ的基礎の強いマクロ経済分析が近年試みられている。これは開

発のミクロ経済学と伝統的な開発経済学あるいは内生経済成長理論とをつなぐものとして、

今後の展開が注目される新たな研究動向と考えられる。

　これらの諸研究に共通する傾向として、情報量が多く信頼性も高いという意味で高質の

ミクロデータをメインに用いつつも、マクロ、セミマクロのデータを用いたカリブレーシ

ョンや、変数の数が少ないが標本数の多い大規模標本調査のミクロデータを補助的に用い

ることが挙げられる。これが最も典型的に現われているのは、一般均衡成長モデルを構造

推定したマクロ経済分析である。一橋大学経済研究所を拠点とした汎アジア長期統計デー

タベースプロジェクトなど、わが国でもこのようなマクロ、セミマクロデータの蓄積が途

上国に関して進みつつあるから、これを 2 つのタイプのミクロデータと関連づけて実証分

析に用いるることで、経済発展の理解がより深まると期待される。また、インドやパキス

タンなど南アジア諸国においても、両方のタイプのミクロデータも蓄積されつつある。し

たがって、これらの諸国に関しても、異なった性格のデータベースを多数組み合わせて、

タイの事例に類似した研究を行うことが今後の課題の 1 つとなろう。
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